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Ⅰ．問題

　行動調整機能の発達過程は他者からの直接的
な教示による外的調整から子ども自身の「外
言」，「内言」による内的調整へ移行していくこ
とが知られている（Luria, 1961；ルリヤ, 1969, 

1976）。ルリヤの提唱した理論は，その後，多
くの研究者によって検証されてきた。他者から
の外的教示による効果に関しては，特に発達の
初期の段階においては子どもの行動に有効に働
くことが支持されている（Birch, 1966；
Beiswenger, 1968；Wilder, 1969）。一方で，外
的調整の段階から内的調整の段階への発達的移
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行に関しては，その発達的順序性が支持されて
いるものと（Meichenbaum & Goodman, 1969；
Bem, 1967），子ども自身の「外言」が妨害的
作用しかもたらさなかったり，年齢が高くなっ
ても他者からの教示が最も効果的であったり
と，必ずしもルリヤが提起したような発達的移
行 を 示 さ な い も の（Jarvis, 1968；Miller, 
Shelton & Flavell, 1970；Meacham, 1978；
Higa, Tharp & Calkins, 1978）との間で見解が
分かれている。
　従来の研究では，子どもの行動への言語の優
位性が着目され，言語的介入の効果の有無によ
り外的調整から内的調整への発達的移行が検討
されてきたように思われる。さらに，外的調整
から内的調整への移行期として，ルリヤが子ど
も自身の言語（外言）による調整の段階を強調
してきたため（Luria, 1961；ルリヤ , 1969, 
1976），この子どもの「外言」による調整が内
的調整への発達的移行の重要な指標として扱わ
れてきた。しかし，近年の研究から，子どもた
ちが従ってはいけない命令に従ってしまうこと
を抑制するために言語的な方法を使用する代わ
りに，自分たちの手の上に座ったり，別の手で
もう一つの手を抑えたり，他の方向へ手を伸ば
すなどの身体的な方法を用いる事が明らかにな
っ て い る（Berk, 1992；Posner & Rothbart, 
1998；Jones, Rothbart & Posner, 2003）。そし
て，これらの身体的調整の姿が，抑制の成功を
成し遂げる時期と同じ時期に子どもたちから自
発的に現れることから，この身体的調整が言語
的調整に加えて外的調整から内的調整への移行
の重要な指標となり得ることが期待されてい
る。
　また，村井・田中（1960）は，精神作業過程
分析装置を用いてゴムバルブを一定時間ずっと
握り続ける課題の中で，子どもが目標と行動の
間に生じたズレを自発的に修正していくように
なるまでの過程を分析し，言語教示などの外的

な刺激に運動反応が誘発される現象（「ピンチ
効果」），外的な刺激によって志向的な持続性が
発生する現象（「自励効果」），外的な刺激がな
くても力が弱くなってきたら自分で気づいて，
また力を入れる現象（「自励反応」）を見出した。
そして，子ども自身の中に強い意味づけができ，
意識化した遂行が可能になることにより，「ピ
ンチ効果」から「自励効果」へ移行することを
明らかにしている。このことから，外的教示に
よる志向性の出現や，自発的に修正する姿など
も内的調整への移行を示す重要な指標となり得
るため，このような現象を改めて検討する意味
は大きいと思われる。
　永江（1990）は，ルリヤ以降の追試研究が行
動を随意的に調整できるようになるまでの過程
を「言語→行動」という言語系からの一方の側
面からのみ捉えたものにすぎないことに疑問を
呈し，これらの過程を言語系と非言語系の発達
的相互関係の中で捉えることの重要性を論じて
いる。同様に，藤田（2000）も動作と言語の相
互作用の重要性を強調しており，その際に，ル
リヤがヴィゴツキー（1934=1962）の概念を取
り入れ，精神間機能から精神内機能への内化の
発達理論を踏まえて，他者（の外言）による制
御から自己（の内言）による制御への変化を想
定しているにもかかわらず，各段階における他
者の役割が明確にされず，子どもの自己制御の
中身ばかりが焦点化されてきたことを問題とし
てあげている。そして，動作と言語の相互作用
を子ども自身の中だけで捉えるのではなく，子
どもと他者（大人）との間で相互に作用しあう
過程として自他間制御から自己内制御への構造
的な変化を体系的に検討することの必要性を論
じている。
　外的調整から内的調整への移行は突然，達成
されるものではく，他者からの外的教示が内化
されていく過程では他者との間で言葉と動作の
相互作用を多く経験していると思われる。しか
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し，従来の研究では，これらの移行が子ども自
身の中だけで検討されてきたため，その具体的
な移行の姿が分かりにくいものとなっていた。
故に，動作と言語の相互作用を自他間で相互に
作用しあう過程の中で吟味することで，今一度，
ルリヤの発達モデルを検討する必要があるので
はないだろうか。さらに，内的調整を達成させ
る機能として言語機能以外の行動特徴にも注目
し，幼児期の行動調整機能の発達を多角的に分
析することが，外的調整から内的調整へ内化さ
れていく過程を明確にすることにつながると考
える。
　ところで，ルリヤが提起した随意的行為の発
生過程の中で，随意的注意の発生がよく引用さ
れている（ルリヤ, 1978；高取，2006）。ルリヤ
は，主に注意機能を持続的注意と選択的注意に
分けて説明している（Das, Naglieri & Kirby, 
1994；小林，1990）。持続的注意は一定の連続
的な時間に活動を続ける時や繰り返す時に一貫
して注意が維持され続ける能力のことであり，
選択的注意は一定のものに注意を定め，関係の
ない情報を無視したり，２つ以上の情報に同時
に注意を向ける能力のことである。ルリヤは
Go/No-goパラダイムを用いることにより，３

歳から５歳の選択的注意に顕著な発達的向上が
示され，特に４歳半頃に大きな発達的変化を迎
えることを明らかにしている。また，持続的注
意においても，３歳児では注意を一定時間持続
させることに困難さを示し，４歳頃を境に発達
的な変化を遂げることが報告されている
（Birch, 1966；Prather, Sarmento & Alexander, 
1995 ; Corkum, Byrne & Ellsworth, 1995；
Kerms & Rondeau, 1998）。ルリヤが，子ども
自身の言語が意味をもって行動を調整するよう
になる４歳半頃を外的調整から内的調整への大
きな転換期としていることを考えると，この時
期に達成される調整機能の発達に選択的注意や
持続的注意に代表される注意機能の発達が及ぼ

す影響を無視することはできない。
　これまでの点を踏まえ，本研究では自発的に
生じる幼児の不随意な運動反応がいかなる経過
をたどって内化され，意識的に制御できるよう
になるのかを明らかにするために，以下の点を
検討することを主な目的とする。まず，持続的
注意行動を行動調整機能の指標とし，行動を持
続的に調整できるようになる時期とそれに関わ
る要因，それまでにみられる発達的特徴を明ら
かにする。その際，他者からの教示が子どもの
中にどのように取り入れられて行動を調整する
ようになるのか，そして，どのような経過を経
て子ども自身による調整へと移行，内化される
ようになるのかを，自他間で相互に作用しあう
一連の過程の中で明らかにする。そのためには，
結果を通じて持続時間や握る強さなどを数量的
に分析するだけでは不十分であると考え，運動
遂行中の特性や遂行結果に関わる要因を，反応
パターンやその他の諸特徴から質的に分析す
る。

Ⅱ．方法

１．対象児

　Ｋ市内の保育所，およびＴ市内の幼稚園に通
う２歳後半から３歳前半の幼児15名（男児９名，
女児６名，平均年齢３；１），３歳後半から４

歳前半の幼児24名（男児11名，女児13名，平均
年齢４；１），４歳後半から５歳前半の幼児24

名（４男児12名，女児12名，平均年齢４；
11），５歳後半から６歳前半の幼児21名（男児
12名，女児９名，平均年齢５；９）の計84名。

２．分析装置

　数的データと質的データの両側面から運動遂
行中の運動反応を分析することを目的として，
竹井機器工業株式会社製のものを用い，村井・
田中（1958）の精神作業過程分析装置の開発さ
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れてきたものに改良を加えた（図１参照）。改
良前のものは，ゴムバルブ内の空気圧が電力に
変換されて，把握波形データがオシログラフな
いし磁気テープに記録されるものであった（現
在，握り圧測定装置と呼称）。改良版は，ゴム
バルブ内の空気圧を電圧信号に変換し，波形デ
ータと画像とともに，収録・波形取り込み部
（AQ-VU：ティアック株式会社製）に0.1ミリ
秒毎に記録される。そして，リアルタイムでア
ナログ信号波形と画像がモニターに表示される
仕組みになっている。また，アナログ信号波形
は棒グラフにしてプロジェクターで表示し，子
どもにフィードバックされるようになってい
る。さらに，検査者や子どもの画像を電圧信号
と同時に収録・波形取り込み部に記録すること
が可能である。収録されたデータは内蔵のハー
ドディスクに保存され，パソコンに取り込むこ
とができ，フリーソフト「Extr TAFF」によ
ってExcelファイルに変換して分析することも
可能である。

３．手続き

　田中・田中（1984, 1986）を参考にして，左
右両手同時緊張把握課題を実施した。直径５

cmのゴムバルブを子どもに握らせて，何度か
自由に把握してもらい，プロジェクターに映し
出された棒グラフと把握の関係を理解してもら
った。次に，「いいよと言うまでずっと握って
いてください」と教示を与えた後，ゴムバルブ
を20秒程握らせた。なかなか握ろうとしない場
合や，すぐに放してしまう場合には，検査者が

その都度声かけをした。記録装置その他は子ど
もから遮蔽され，子どもの前には衝立とチュー
ブに接続したゴムバルブだけが提示されるよう
にした。実験と並行して，新版Ｋ式発達検査
2001を手続きに従って全被験児に実施し，被験
児の運動，認知，言語において特別な遅れのな
いことを確認した。

４．利き手の評価

　子どもの利き手を評価するために，新版Ｋ式
発達検査2001の積木課題（トラック模倣，家の
模倣，門の模倣），描画課題における分析と担
任の先生や保育士からの聞き取りを行った。積
木課題では積み木を積む側，描画課題では鉛筆
を持つ側を利き手とした。担任の先生や保育士
への聞き取りでは，フォークや箸を持つ時や筆
記具を持つ時などに頻繁に使用される側の手に
ついて尋ねた。以上の点から，優位に使用され
た側の手を利き手とし，反対側の手を逆利き手
とした。

Ⅲ．結果

１．利き手と逆利き手

　左手が利き手であった幼児は２歳後半-３歳
前半で０名，３歳後半-４歳前半で１名，４歳
後半-５歳前半で１名，５歳後半-６歳前半で２

名存在した。

２．持続時間と握る強さからみる調整機能

2-1．持続時間

　把握の持続時間の平均を年齢群ごとに算出し
た（表１）。何度か開閉のあった幼児に関しては，
その中での最長時間を持続時間とした。年齢群
および利き手の間に違いがあるのかを調べるた
めに，４（年齢）×２（利き手）の２要因混合
計画の分散分析を行ったところ，年齢の主効果
が有意であった（F（3,80）=27.57, p<.01）。LSD

図１　握り圧測定装置の系統図
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法により多重比較した結果，４歳後半-５歳前
半と５歳後半-６歳前半では有意な差はみられ
なかったが，それ以外の年齢群間でそれぞれ有
意差があり，２歳後半-３歳前半より３歳後半-

４歳前半，３歳後半-４歳前半より４歳後半-５

歳前半で有意に持続時間が長かった（p<.05）。
年齢群と利き手の交互作用（F（3,80）=0.99, ns）
と利き手の要因（F（1,80）=0.89, ns）は有意で
なかった。

2-2．握る強さ

　左右ともにバルブを握り続けている時の強さ
の平均と最大値を利き手，逆利き手ともに年齢
群ごとに算出した（表２）。まず，握る強さの
平均において年齢群および利き手の間に違いが
あるのかを調べるために，４（年齢）×２（利き
手）の２要因混合計画の分散分析を行ったとこ
ろ，年齢の主効果が有意であった（F（3,80）
=20.12, p<.01）。LSD法により多重比較した結
果，４歳後半-５歳前半と５歳後半-６歳前半で
は有意な差はみられなかったが，それ以外の全

ての年齢群間に有意な差がみられ，２歳後半-

３歳前半より３歳後半-４歳前半，３歳後半-４

歳前半群より４歳後半-５歳前半で「握る力」
が有意に高かった（p<.05）。年齢群と利き手の
交互作用（F（3,80）=0.29, ns）と利き手の要因（F
（1,80）=1.77, ns）は有意ではなかった。
　次に，握る強さの最大値において年齢群およ
び利き手の間に違いがあるのかを調べるため
に，４（年齢）×２（利き手）の２要因混合計画
の分散分析を行ったところ，年齢の主効果が有
意であった（F（3,80）=3.42, p<.05）。LSD法によ
り多重比較した結果，２歳後半-３歳前半と４

歳後半-５歳前半，５歳後半-６歳前半の間に有
意差があったが（p<.05），それ以外の年齢群間
に有意差はみられなかった。年齢群と利き手の
交互作用（F（3,80）=1.17, ns）と利き手の要因（F
（1,80）=0.70, ns）は有意でなかった。

2-3．把握の揺れ

　次に，把握中の握る強さの「揺れ」を調べる
ために，個人内における握る強さの変動を標準
偏差によって求めた。標準偏差とはデータの“ば
らつき”を示すため，握る力が強まったり弱ま
ったりして把握の揺れが大きくなると標準偏差
値は大きくなり，把握が安定していると標準偏
差値は小さくなる。そのため，把握の揺れを読
み取ることが可能であると考えた。把握の揺れ
の平均を利き手，逆利き手ともに年齢群ごとに
算出した（表３）。年齢群および利き手の間に
違いがあるのかを調べるために，４（年齢）×２

（利き手）の２要因混合計画の分散分析を行っ
表２　握る強さの平均と最大値（V）

利き手（SD） 逆利き手（SD）
2;6-3;5
（n=15）

平均　
最大値

0.83（0.46）
3.01（0.77）

0.80（0.41）
3.02（0.85）

3;6-4;5
（n=24）

平均　
最大値

1.63（0.89）
3.52（1.03）

1.62（0.85）
3.61（1.01）

4;6-5;5
（n=24）

平均　
最大値

2.53（0.88）
3.95（1.06）

2.43（0.85）
3.81（1.05）

5;6-6;5
（n=21）

平均　
最大値

2.77（1.10）
4.01（1.18）

2.71（1.08）
3.85（1.11）

※測定値の最大は５V

表３　把握の揺れ
利き手（SD） 逆利き手（SD）

2;6-3;5 （n=15） 1.01（0.34） 1.00（0.37）
3;6-4;5 （n=24） 1.00（0.52） 0.98（0.49）
4;6-5;5 （n=24） 0.69（0.32） 0.65（0.29）
5;6-6;5 （n=21） 0.66（0.29） 0.62（0.28）

表１　把握持続時間の平均（秒）
利き手（SD） 逆利き手（SD）

2;6-3;5 （n=15）  6.01（3.42）  5.59（2.32）
3;6-4;5 （n=24）  9.73（5.84）  9.82（5.62）
4;6-5;5 （n=24） 16.92（4.30） 16.91（4.17）
5;6-6;5 （n=21） 16.69（4.50） 16.61（4.37）
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たところ，年齢の主効果が有意であった（F
（3,80）=5.56, p<.01）。LSD法により多重比較し
た結果，２歳後半-３歳前半，３歳後半-４歳前
半と４歳後半-５歳前半，５歳後半-６歳前半の
間に有意な差がみられた（p<.05）。年齢群と利
き手の交互作用（F（3,80）＝0.28, ns）と利き手の
要因（F（1,80）＝2.04, ns）は有意でなかった。

2-4．持続時間に関わる要因 

　持続時間と握る強さ，把握の揺れとの間に関
連性があるのか調べた結果，持続時間と把握の
揺れとの間で利き手（r=-.587, p<.01），逆利き
手（r=-.549, p<.01）ともに有意な相関がみら
れた（図２）。一方で，持続時間と握る強さの
最大値との間には利き手（r=-.027,n.s.），逆利
き手（r=-.010,n.s.）ともに有意な相関はみられ
なかった。

３．反応パターンからみる調整機能

3-1．反応パターンの分類

　持続把握行動における特徴や上記の分析結果
をより詳細に検討するために，村井ら（1958）
の分類を参考にして，得られた波形を４つの主
な反応パターンと，下位パターンに分類した。
主な４つの反応パターンの基準は次のとおりで
ある。反応Ａ「高レベル緊張持続型」：握る強
さも強く，緊張も始めから終わりまでほとんど
一定に持続しているもの（Ａ-１），やや緊張が
動揺しているもの（Ａ-２），握る強さも強く緊

張も持続しているが，１度急激に脱力するもの
（Ａ-３）。反応Ｂ「緊張遅緩型」：持続が続かず
バルブを握り直したりするパターン。下位パタ
ーンは，ある程度高レベルの緊張が続くが，か
なり急激に遅緩し，再び，ある程度の高レベル
の緊張が持続し，再び遅緩するといった関係が
続くもの（Ｂ-１）と，村井ら（1958）の分類
にはないが，基線までは落ちない程度の緊張，
遅緩を繰り返しながら維持するものが何人も存
在していたので，この反応を新たなパターンと
して加えた（Ｂ-２）。その他に，村井ら（1958）
の分類では最初の握力は反応Ａと同じである
が，３分間の間に徐々に緊張が遅緩して激励し
た時に少し波形が上がる以外最後にはほとんど
基線に近くなっている収斂型と，最初はかなり
高レベルでの緊張が続くが，後半になると緊張
遅緩のテンポが非常に速くなるパターンがあっ
たが，本研究ではこの２種類のパターンはみら
れなかったため，分類から除外した。反応Ｃ「低
レベル緊張持続型」：強さは弱いが始めから終
わりまで緊張は持続しているパターン。ここで
も，村井ら（1958）の分類では，低レベル緊張
が続くが，時々興奮して波形が高くなるパター
ンがあげられているが，本研究ではこのパター
ンはみられなかったため分類から除外した。反
応Ｄ「興奮型」：握っていない時間がかなりあ
り，時々衝動的に強く握るパターン。下位パタ
ーンは，握っていない時間がかなりあり，時々
強く握る。握っている時間にはわずかではある
が緊張の持続がみられるもの（Ｄ-１），握って
いない時間がかなりあり，時々強く握る。緊張
の持続がほとんどみられないもの（Ｄ-２），緊
張と遅緩の交代が急激で，緊張の持続がほとん
どみられないもの（Ｄ-３）。その他に，村井ら
（1958）の分類では，最初に１回握ってそれで
終わりというパターンがあげられているが，本
研究では検査者が声かけによって激励している
ため，１回握って終わることはなく，このパタ

図２　持続時間と標準偏差の関連性
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ーンは分類から除外した。

3-2．反応パターンの左右差

　左右両手同時にゴムバルブを把握し続けるた
めには，左右の手に同時に注意を配分すること
に伴い，左右の手が同水準で活動できる必要が
ある。そこで，得られた反応パターンから両手
の左右差の有無を調べた結果，対象児84名中80

名（95.2％）に左右の把握パターンに差がなく，
左右間で近似した波形が示された。同期がみら
れなかった幼児４名中，３名が２歳後半-３歳
前半，１名が３歳後半-４歳前半であった。

3-3．反応パターンの発達的変化

　分類した反応パターン（利き手）の年齢ごと
の割合を表４に示した。反応パターンに発達的
な変化があるのかを調べるために，Fisherの直
接確立法による検定を行ったところ，年齢差は
有意であった（p<.01：両側検定）。Ryan法に
よる多重比較の結果，「興奮型」が，４歳後半-

５歳前半，５歳後半-６歳前半に比べ２歳後半-

３歳前半 ,３歳後半-４歳前半で有意に多く 
（p<.05），逆に「高レベル緊張持続型」が２歳
後半-３歳前半，３歳後半-４歳前半よりも４歳
後半-５歳前半，５歳後半-６歳前半で有意に多
くなることが示された（p<.05）。「緊張遅緩型」
は，４歳後半-５歳前半で最も多くなるが，５

歳後半-６歳前半で有意に少なくなることが分
かった（p<.05）。「低レベル緊張型」を示す子
どもは２歳後半-３歳前半ではみられなかった
が，３歳後半-４歳前半，４歳後半-５歳前半，
５歳後半-６歳前半と一定の割合で存在し，有
意な差はみられなかった。

４．外的教示の内化を示す諸特徴

4-1．ピンチ効果から自励反応へ

　本研究では，最初の教示だけではゴムバルブ
を握るという運動反応がみられない場合や，持
続するという意識がなく開閉運動を繰り返して
しまう場合には，声かけを随時与えていた。こ
の声かけと子どもの運動反応の間にいかなる相
互作用が生じているか，さらに，声かけを必要
とせずに子ども自身で持続という目的に沿って
把握行動を調整するようになるのはいつ頃なの
か調べるために，村井・田中（1960）を参考に，
得られた波形から「ピンチ効果」，「自励効果」，
「自励反応」のどの現象が基本となっているの
かを分析した。「ピンチ効果」とは言語教示な
どの外的な刺激に運動反応が誘発される現象を
いい，「自励効果」とは，外的な刺激によって
一時的なピンチ効果ではなく志向的な持続性が
発生する現象をいう。そして，「自励反応」とは，
外的な刺激がなくても力が弱くなってきたら自
分で気づいて，また力を入れる現象のことであ

表４　年齢群ごとの反応パターンを示した人数と割合

高レベル緊張型 緊張遅緩型 低レベル
緊張型 興奮型

 
 

  
 

A-1　   A-2　 　A-3 B-1　　 B-2 D-1   　 D-2  　  D-3
2；6-3；5 0 2 0 13

(n =15) 0% 13.3% 0% 86.7%
3；6-4；5 3 4 5 12

(n =24) 12.5% 16.7% 20.8% 50.0%
4；6-5；5 13 8 3 0

(n =24) 54.2% 33.3% 12.5% 0.0%
5；6-6；5 16 0 5 0

(n =21) 76.2% 0% 23.8% 0.0%

A-1�    A-2� � A-3 B-1� �  B-2 D-1 �  D-2  �   D-3A-1�    A-2� � A-3 B-1� �  B-2 D-1 �  D-2  �   D-3A-1�    A-2� � A-3 B-1� �  B-2 D-1 �  D-2  �   D-3A-1�    A-2� � A-3 B-1� �  B-2 D-1 �  D-2  �   D-3
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る。さらに，力が弱くならないうちに「自励反
応」が持続し，常に一定の強さで把握を持続さ
せている場合を新たに「安定」と命名した。
　「ピンチ効果」と「自励効果」は外的刺激（こ
こでは主に検査者の声かけ）によって単に衝動
的に運動反応が生じる場合と志向的に５秒ほど
の持続が生じる場合とで区別した。さらに，「自
励効果」と「自励反応」との違いは，前者は外
的刺激があることによって持続性が生じるのに
対して，後者は外的刺激がなくても持続できる
ところにある。これらの現象がみられた子ども
の年齢群ごとの割合を図３に示した。
　これらの現象を見せる子どもに年齢差がある
のかを調べるために，Fisherの直接確立法によ
る検定を行ったところ，年齢差は有意であった
（p<.01：両側検定）。Ryan法による多重比較の
結果，「ピンチ効果」では２歳後半-３歳前半と
４歳後半-５歳前半，５歳後半-６歳前半の間
（p<.05），３歳後半-４歳前半と４歳後半-５歳
前半の間（p<.05）に有意な差がみられた。また，
３歳後半-４歳前半と５歳後半-６歳前半の間に
有意傾向が示された（p<.10）。「自励効果」は，
４歳後半-５歳前半，５歳後半-６歳前半に比べ
２歳後半-３歳前半，３歳後半-４歳前半で有意
に多く生じることが示された（p<.05）。「自励
反応」は２歳後半-３歳前半と４歳後半-５歳前
半（p<.05），２歳後半-３歳前半と５歳後半-６

歳前半（p<.05），３歳後半-４歳前半と４歳後
半-５歳前半（p<.05）の間に有意な差が示され
た。「安定」では２歳後半-３歳前半と５歳後半
-６歳前半の間に有意な差があり（p<.05），３

歳後半-４歳前半と５歳後半-６歳前半の間に有
意傾向が示された（p<.10）。
　「ピンチ効果」，「自励効果」，「自励反応」の
年齢的変化をより詳細に捉えるため，２歳後半
から４歳前半までを６ヶ月単位で分けて分析し
た（表５）。Fisherの直接確立法による検定を
行ったところ，年齢差は有意であり（p<.05），

Ryan法による多重比較の結果，４歳を境に「自
励効果」が有意に少なくなるのに対して「自励
反応」が有意に多くなることが分かった（とも
にp<.05）。さらに，有意差は示されなかったが，
４歳までは「ピンチ効果」が減少するのに対し
て「自励効果」が若干であるが増加する傾向に
あった。

4-2．把握中の手の確認

　「自励反応」以外に調整機能に役割を果たす
行動特徴として，本研究では子どもがゴムバル
ブ把握中に把握している「手を確認する」姿を
取り上げた（図４）。χ2検定の結果，人数の偏
りに有意傾向が示され（χ2（3）=7.45, p<.10），

表５　２歳後半-４歳前半群の詳細

n ピンチ
効果 自励効果 自励反応 安定

2;6-3;0未満  5 3（60.0） 2（40.0） 0（0） 0（0）
3;0-3;6未満 19 5（50.0） 5（50.0） 0（0） 0（0）
3;6-4;0未満  9 3（33.3） 5（55.6） 0（0） 1（11.1）
4;0-4;6未満 15 3（20.0） 4（26.7） 6（40.0） 2（13.3）

図４　試行中に手を確認した幼児の割合（％）
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図３　 ピンチ効果から自励反応が安定するまで
の各年齢群における行動的特徴の割合
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手を確認した子どもが４歳後半-５歳前半で最
も多くなることが示された（p<.05）。
　この手を確認するという行動的特徴と自励反
応が安定するまでの自己調整との関連性を調べ
るためにχ2検定を実施した結果（表６），人数
の偏りが有意であった（χ2（3）=9.95，p<.05）。
そこで，残差分析を行った結果，「ピンチ効果」
を示す子どもでは手の確認が有意に少なく
（p<.05），「自励反応」を示す子どもでは手の確
認が有意に多くなることが分かった（p<.01）。
「自励反応」が安定している子どもでは手の確
認との間に有意な関連は示されなかった。

５．把握中の握る強さの変動

　本節では，ある程度の持続把握が可能な幼児
を対象に，把握中の握る強さにどのような変化
が示されたのか分析した。対象児は，「興奮型」
を示した幼児を除外した３歳後半以降の幼児
（３歳後半-４歳前半が12名，４歳後半-５歳前

半が24名，５歳後半-６歳前半が21名）57名で
あった。
　試行中の変動を捉えるために，１試行を３区
間に分けて，1/3，2/3，3/3の各区間における
握る強さを比較した。各区間の平均時間は5.56
秒（SD=1.26）であった。
　各区間の握る強さの増加や減少を決定するた
めに，本学院生５名に協力してもらい，本研究
と同様の手続きで課題を実施した。得られたデ
ータからベースラインを作成し，これを「安定
型」に位置付けて，対象児の変動パターンを分
類した。その結果，「山型」，「谷型」，「後半弛
緩型」，「後半緊張型」，「中間弛緩型」，「安定型」
の６つの主な変動パターンを取り出すことがで
きた。各年齢群における変動パターンの割合を
表７に示した。７つの変動パターンに発達的な
変化があるのかを調べるために，Fisherの直接
確立法による検定を行ったところ，年齢差は有
意であった（p<.05：両側検定）。Ryan法によ
る多重比較の結果，３歳後半から４歳前半では
途中で握る強さが強くなり，終盤で弛緩する「山
型」が多く（3;6-4;5と4;6-5;5 p<.05, 3;6-4;5と
5;6-6;5 p<.10），４歳後半から５歳前半では途
中まではある程度同じ強さで握っていたが終盤
になって弛緩する「後半弛緩型」が多く（4;6-5;5
と5;6-6;5 p<.10），５歳後半から６歳前半では，
途中から弛緩しそのままの力を継続する「中間
弛緩型」が多かった（4;6-5;5と5;6-6;5 p<.05）。「安

表６　自励と手の確認の関連性
確認なし 確認あり 合計

ピンチ
効果

度数(%)
　残差

12(85.7)
2.50*

2(14.3)
-2.50*

14(100.0)

自励
効果

度数(%)
　残差

10(66.7)
0.97

5(33.3)
-0.97

15(100.0)

自励
反応

度数(%)
　残差

14(38.9)
-2.65**

22(61.1)
2.65**

36(100.0)

安定 度数(%)
　残差

10(55.6)
0.01

8(44.4)
0.01

18(100.0)

表７　試行中の握る強さの変動型と年齢ごとの人数（％）
山型 谷型 後半弛緩型 後半緊張型 中間弛緩型 安定型 その他

3;6-4;5 5 1 2 0 1 1 2

(n=12) 41.70% 8.30% 16.70% 0.00% 8.30% 8.30% 16.70%
4;6-5:5 1 3 8 2 0 6 4

(n=24) 4.20% 12.50% 33.30% 8.30% 0.00% 25.00% 16.70%
5;6-6;5 2 2 2 4 5 4 2

(n=21) 9.50% 9.50% 9.50% 19.00% 23.80% 19.00% 9.60%
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定型」に関しては年齢群間に有意差はみられな
かったが，４歳半ば頃から増加する傾向にあった。

６．事例の紹介

　ここでは，年齢群ごとにみられる反応パター
ンの特徴を実際の波形から紹介するとともに，
検査者の声かけと子どもの運動反応の相互作用
の姿を「ピンチ効果」や「自励効果」を指標に
とりあげる。さらに，「自励反応」から内的調
整の姿を紹介する。
　２歳後半から３歳前半の子どもでは，ゴムバ
ルブを把握することによって触覚的求心作用が
働き，開閉を繰り返す。そこで，検査者が声を
かけると，興奮的にゴムバルブをぎゅっと強く
握る「ピンチ効果」がみられる。維持するとい
う意識がないため，すぐに緊張は弛緩してしま
い，再度，検査者が声をかけると，再び「ピン
チ効果」がみられ，開閉が続く（図５）。この
ような反応を示す子どもが２歳後半から３歳前
半で６割を占めた。
　２歳後半から３歳前半でも４割，３歳後半で
最も多くみられた反応として，「自励効果」が
ある。検査者の声かけにより，ゴムバルブ把握
を少しの間，持続することが可能である。これ
は興奮的にぎゅっと一瞬ゴムバルブを握る「ピ
ンチ効果」とは質を異にするものである。しか
し，検査者の声かけがなければ持続を伴う運動
反応が生じることがないため，声かけが大きな
影響を及ぼしている（図６）。
　４歳後半から５歳前半では，検査者の声かけ
がなくても，力が弱まってきたことに自らが気
付き自発的に力を入れるなどして把握を調整す
る「自励反応」を繰り返しながら，長時間に渡
って把握を持続することが可能となる（図７）。
次第に，常に一定の強さで握ることが可能にな
るため，力が弱まると力を入れるという波形の
起伏は小さくなり，把握が安定してくる（図８）。

図５　２歳８ヶ月児の反応

図６　３歳５ヶ月児の反応

図７　４歳６ヶ月児の反応

図８　５歳６ヶ月児の反応
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Ⅳ．考察

　本研究では，幼児の不随意な運動反応がいか
なる経過をたどって内化され，意識的に制御で
きるようになるのかを明らかにするために，握
り圧測定装置を用いて，子どもが左右同時にゴ
ムバルブを長時間握り続ける調整機能の発達的
特徴を検討した。以後，本研究で得られた知見
を先行研究と照らし合わせながら論じる。
　把握持続時間は年齢が上がるにつれて有意に
長くなり，４歳半ばを過ぎる頃から検査者が終
わりを指示するまで把握し続ける事が可能とな
り始めるため，有意な変化はみられなくなる。
また，４歳半ばを境に把握の揺れが有意に減少
し，安定した把握が可能となる事が分かった。
さらに，揺れが少なく，安定した把握が可能に
なるにつれて長時間にわたり把握が持続できる
ようになるが，握る強さが強くなるからといっ
て把握が持続できるとは限らないことが示され
た。この結果から，持続行動が単なる筋肉発達
によるものではない事が示されたと言える。
　次に，安定した長時間の把握がどのような力
に基づいて可能となるのかを明らかにするため
に，得られた反応パターンを「ピンチ効果」や
「自励効果」，「自励反応」と関わらせて考察する。
　２歳後半から３歳前半群では大半が「興奮型」
であった。しかし，外的教示との関連でみると，
「ピンチ効果」を示すものが６割存在する一方
で「自励効果」を示すものが４割存在していた。
そして，４歳頃までに「ピンチ効果」が減少し
「自励効果」が増加し，この二つの比率の逆転
が３歳を過ぎる頃に起きることが明らかになっ
た。ルリヤ（1976）は３歳以前の言語の調整的
役割について，２歳前半では言語がいかなる調
整的役割を果たさない（視覚刺激では行動を起
こすことが可能である）のに対して，２歳後半
になると一方向への意味づけのみではあるが，

言語刺激に対して行動を起こす事が可能になる
事を明らかにしている。本研究から，２歳後半
から外的教示の果たす役割が衝動的なものから
持続するという意味的なものへと徐々に移行
し，３歳頃を境に外的教示の意味的機能が調整
機能において中心的な役割を担い始める可能性
が示唆された。
　４歳までは，「ピンチ効果」や「自励効果」
を見せるものがほとんどであったのに対して，
４歳を過ぎると，「自励反応」や「自励反応」
の安定を見せるものが急激に増加することが明
らかになった。Birch（1966）は課題の最初の
み与えられる言語教示の効力は４歳以降では持
続するのに対して３歳台では徐々に低下し，
時々反復することによって効果的に調整機能が
働く事を明らかにしている。３歳台では言語教
示の付与が主要な意味的な調整的役割を果たす
という点で本研究でも支持される結果が得られ
たことになる。さらに，田中（1986）の研究に
より，４歳前後になると開閉が消失し，子ども
自身で自励しながら一定時間の持続が可能とな
ることが示されており，本研究の結果と一致し
ている。このように，４歳を境に外的教示の必
要性が大きく減り，外的教示なしに自らが反応
のズレや持続の遅緩に気づき，自発的に修正し
ていくという新たな調整機能の特徴として現れ
てくることから，この４歳という時期が外的調
整から内的調整への質的転換期にあたると考え
られる。
　４歳半ばを過ぎると「高レベル緊張型」が過
半数を超え，さらに５歳後半になると７割を超
えるようになる。一方で，「緊張遅緩型」を他
の年齢群よりも多く示した４歳後半から５歳前
半群では，「自励反応」を見せるものが８割弱
存在していた。しかし，５歳後半から６歳前半
では，「自励反応」が５割に減少し，安定して
いくものが４歳後半から５歳前半の子どもの２

倍に増加していた。このことから，５歳半ばま
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では，常に目的を意識化していることは難しく，
遅緩するたびに，それに気づいて自発的に修正
することが多々あるため，持続と遅緩を繰り返
す反応パターンが得られたと考えられる。そし
て，５歳後半になると，「自励反応」を常に維
持して把握することが可能になり始めるため，
次第に「自励反応」が波形の起伏により視覚的
に捉えにくくなり，安定した持続把握の姿とし
て現れたと考えられる。
　さらに，本研究において，「自励反応」以外
の調整方略として自分の手を確認しながら把握
するという行動特徴が示されることが明らかに
なった。把握を持続させることが可能な幼児の
大半にこの行動特徴が示されるわけではなかっ
たが，「自励反応」を示し始める時期に手を確
認するという調整方略を用いる子どもが増加す
ることから，外的調整から内的調整への質的転
換期に手を確認するという方略が調整機能に何
らかの役割を果たしている事は明らかである。
　では，手を確認するといった行動にはどのよ
うな意味があるのだろうか。今後，さらに検討
する必要はあるが，観察する中で，幼児の多く
が手を確認した後にバルブを強く握り直してお
り，これを何度か繰り返していた。この事から，
把握の力の弱まりを実際に手を見ることで自覚
している可能性がある。さらに，ルリヤ（1978）
は，行動調整機能に重要な役割を果たすプラン
ニングの機能を強調しており，この中には自己
を監視する行動（self-monitoring）が含まれて
いる。そして，このシステムが４歳から４歳半
ば頃に完成すると論じられていることから，手
を確認する行動は，自分が把握を持続できてい
るか自分自身でモニターしている現れである可
能性も考えられる。
　以上の点を踏まえると，外的調整から内的調
整への発達的移行に関しては，外的教示が調整
機能に主要な役割を果たす時期から外的教示の
必要性がなくなり，自分自身で目的に従って修

正を加えながら調整するようになるという点
で，ルリヤが提起した順序性は支持されたと言
える。しかし，その移行期には必ずしも，子ど
も自身の「外言」による調整的段階を経るとは
限らず，代わりに目的とのズレに気づいて修正
したり，把握中の手を確認する事で自分が今行
っている行動自体をモニターするといった特徴
として現れ得ることが示された。これより，言
語のみではなく行動の諸特徴から移行期の姿を
捉える事について一定の意義を示すことができ
たのではないだろうか。
　内的調整へと移行し，安定しつつある持続把
握を見せる子どもにおいて把握中の握る強さの
変動を大きなまとまりによって見ると，「山型」
から「後期弛緩型」を経て，「中間弛緩型」へ
と緩やかに移行していく様子が示された。この
握る強さの変動は，自らの力の入れ具合をどの
時点で推し量り，維持させていくかに関わって
いると考えられる。田中・田中（1988）は，４

歳未満の時間軸に伴う「さっき─今」，「今─次」
といった二分的反応が，次第にその間に中間項
が発生し，広がっていく中で，５，６歳になる
と「今，次，次の次，次の次の次…」といった
時間的な系列化操作が可能になる事を示してい
る。この力に基づいて，行動を行う前に全体を
見渡して頭の中で計画することが可能となる。
そのため，３歳後半から４歳前半では各区間で
力を入れたり弱めたりと，その都度力の入れ具
合を模索しながら把握を維持することに努める
が，４歳半ばを過ぎると，後半になって力の入
れ方を安定させていくものから，前半から計画
性をもって力の入れ方を安定させていくものへ
と次第に移行し，最終的には把握する前からあ
る程度の計画性をもって，最初から最後まで同
じ力の入れ具合で長時間の把握を維持させる
「安定型」に到達していくと考えられる。
　次に，分析指標に関して述べる。本研究では，
数的な分析に加えて反応パターンによる質的な
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分析を行うことで，数的分析によって得られた
発達的な変化を具体的な反応によって検証する
ことが可能であった。さらに，「ピンチ効果」
や「自励効果」，「自励反応」，手を確認する行
動といった特徴を取り上げることによって自他
間調整から自己内調整への発達的移行の特徴を
具体的に示すことができた。また，試行中の変
動パターンの分析により，外からは捉える事の
難しい自己内調整に生じる大きなリズムの変化
を捉えることを試みることができた。このこと
から，数量的分析と質的分析の両側面から分析
することの意義を示すことができたと思われ
る。
　最後に，左右差の問題に関して，２歳後半か
らの持続把握行動においては左右に有意な差は
みられず，早い時期から左右同水準で把握でき
ることが示された。しかし，少数ではあるが左
右差のみられた幼児４名に関して分析した結
果，この４名は積木や描画などの他の取り組み
においても左右の手が役割分化しておらず，上
手に左右の手を協調させて操作できていない可
能性が示唆された。この問題に関しては，日常
場面における活動などと照らし合わせて，さら
に検討する必要がある。また，左右の手の調整
機能を調べるためには，本研究で実施した左右
同時に握り続ける場合には同水準で働く把握
が，左右で異なった把握をする場合にはどのよ
うな左右間における協調を示すのか，今後，さ
らに実験計画を練り，分析を加えていく予定で
ある。
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